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石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金(集客施設 第２次)  
【申請要項】 

 

【申請期間】 

  令和３年９月１３日（月曜日）から同年１１月１日（月曜日）まで 

 

【申請方法】 

簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で次の宛先に申請書類を郵送してく

ださい。令和３年１１月１日（月曜日）の当日消印有効です。 

 

   【宛先】〒９２０－０８６４ 金沢市高岡町１２－４５  

ロイヤルシャトー南町Ａ 

石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金（集客施設 第２次）申請受付係 宛 

 

※裏面には差出人の住所及び氏名を必ずご記載ください。 

※感染拡大防止のため、持参による申請はできませんので、 

あらかじめご了承ください。 

   インターネットによる申請も準備ができ次第受付いたします。 

【申請に必要な書類等の入手方法】   

  次の方法にて、申請に必要な書類等を入手することができます。 

   ・石川県商工労働部経営支援課 

・県のホームページからダウンロード 

   ・中小企業・小規模事業者総合応援窓口（金沢市役所第一本庁舎五階） 

   ・金沢商工会議所、森本商工会 

 

 

【問合せ先】 

石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金コールセンター 

（石川県事業者支援ワンストップコールセンター） 

     電話番号：０７６－２２５－１９２０ 

     Ｅメール：ishikawaonestop@jtb.com 

     受付時間：９時から１８時まで（土、日、祝祭日も開設） 
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１ 趣旨 

石川県では新型コロナウイルス感染症拡大を受け人と人との接触を回避し、人流を

徹底的に抑制していく観点から金沢市内の集客施設に対し令和３年８月２日から９

月１２日まで「施設の営業時間短縮要請」（以下「時短要請」）のご協力をお願いいた

しました。 

時短要請の対象となる施設（以下、「対象施設」）を運営されている方、及びそのテ

ナント事業者等の皆様で、県の要請に応じて、要請期間の全ての期間、営業時間の短

縮に全面的にご協力いただいた事業者の皆様に対して、「石川県新型コロナウイルス

感染拡大防止協力金（集客施設）」（以下「集客施設協力金」）を支給いたします。 

 （「大規模施設事業者協力金」・「大規模施設内テナント運営事業者協力金」を総称し

て「集客施設協力金」といいます。） 

（営業時間短縮に対する営業補償金ではありません。） 

 

 

２ 要請期間 

   令和３年８月２日（月）午後９時 ～ 同年９月１２日（日）深夜１２時 

   

３ 要請対象地域 

   金沢市内 

 

４ 要請内容 

  金沢市内で１，０００㎡を超える大規模な集客施設に対し、令和３年８月２ 

日(月)から令和３年９月１２日(日)の全期間において、午後８時から翌午前 

５時までの営業時間短縮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 概要 
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【大規模施設（１，０００㎡超の大規模施設）の運営事業者の場合】 
（全ての要件を満たす必要があります。） 

 

１．時短要請前から継続して営業終了時間が午後８時を超えていること 

        ※映画館等の一部施設については、午後９時を超えていること 

   

２． 金沢市において、営業している建築物の床面積が、１，０００㎡を超える要 

  請対象施設の運営により収益を得る事業を行う者であって、当該施設の管理権 

等の休業・営業時間短縮等を決定する権限を有し、これにより休業・営業時間 

の短縮を決定した者 

 

 ３．令和３年８月２日(月)から９月１２日(日)の全ての期間を前提に石川県 

からの営業時間短縮要請にご協力いただいたこと。 

 

【大規模施設に入居するテナント事業者の場合】 
（全ての要件を満たす必要があります。） 

 

１．要請期間において、要請に応じている大規模施設の区画を賃借又は分譲を受け 

て自己名義で出店し事業を営むテナント事業者であること。 

 

２．要請の対象となる大規模施設が石川県の営業時間短縮要請を受けて、大規模 

施設が営業時間短縮を行ったことに伴い、午後８時（映画館等の一部施設に 

ついては午後９時）までの営業時間短縮を行ったテナント事業者であること。 

※ 当該大規模施設が要請に応じていない場合は、テナント事業者としての支

給要件対象外です。 

  

その他留意点 
 

１. 県から検査や報告、是正のための措置の求めがあった場合には、これに応じる 

こと。 

 

 ２．申請事業者の代表者、役員または使用人その他の従業員若しくは構成員等が石 

川県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力

団員または同条第４号に規定する暴力団員等に該当せず、かつ、将来にわたって

も該当しないこと。 

   また、上記の暴力団、暴力団員及び暴力団員等が、申請事業者の経営に事実上 

参画していないこと。 

 

※提供いただきました情報につきましては、石川県警察本部をはじめとする各  

種行政機関に照会および提供させていただきます。 

 

 ３. 業界ごとのガイドラインを遵守していただくことが要件となります。 

 ４．要請期間においては、コンテンツグローバル需要創出促進事業費補助金、 

 申請要件について 
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月次支援金又は ARTS for the future! コロナ禍を乗り越えるための文化芸術 

活動の充実支援事業等は重複して受給できません。 

 

５．要請期間において、同一施設（店舗）について別途実施している石川県新型

コロナウイルス感染拡大防止協力金(第５次・第６次)は重複して受給できません。 

なお、飲食店テナント事業者であって石川県新型コロナウイルス感染拡大 

防止協力金（第５次・第６次）の支給対象外である場合は、集客施設協力金を受

給できる可能性があります。 

 

 (対象例) 

   ・通常午後８時から翌午前５時までの間に営業を行っていない飲食店 

   ・テイクアウト専門店 

 

６．集客施設協力金支給は１施設・１テナント等毎に１回限りです。法人・個人 

事業主を問わず、複数の者が重複して同一施設(店舗)の申請をすることは 

できません。 

なお、大規模施設が、本館・別館に分かれている場合など、建物として 

独立性を有し、それぞれ１，０００㎡超等の要件を満たす場合、それぞれの 

建物を１つの大規模施設として申請ができます。 

また、対象地域内で、複数の施設を運営している場合はそれぞれで申請いた 

だけます。 
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Ⅰ．大規模施設運営事業者協力金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 協力金支給金額について 

 

大規模施設の自己利用部分面積 

（１，０００㎡で１単位） 

  × 

〔要請に応じて短縮した営業時間／要請前の営業時間〕 

            （時短率） 

          × 

２０万円 

× 

４２日 

【追加支給について】 

〇協力金の支給対象テナント及び特定百貨店店舗が計１０以上の場合、

追加でテナント数×時短率×２千円×４２日分を支給いたします。 

  

〇特定百貨店店舗を有する場合、追加で 

特定百貨店店舗の数×時短率×２万円×４２日分を支給いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

〇特定大規模施設運営事業者が映画館運営事業者である場合、追加で 

 「③映画館テナント事業者協力金」も受給可能です。 

   

「①大規模施設運営事業者協力金」とあわせて、 

「③映画館テナント事業者協力金」の支給金額の算定を 

お願いいたします。 

 

支給金額 

〔特定百貨店店舗〕 

百貨店等において当該店舗の売り上げが当該百貨店等にいったん計上され、その後

分配される場合であって、当該百貨店等から一定の区画の分配を受け、当該店舗の

運営者の名義等で出店し、百貨店等に対して一定の自立性をもって事業を営んでい

る店舗のうち、百貨店等が休業又は営業時間短縮を行ったことに伴い、休業又は営

業時間短縮を行った店舗 
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Ⅱ．大規模施設内テナント運営事業者協力金 

① 一般テナント運営事業者協力金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 映画館テナント運営事業者協力金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模施設内のテナント事業者等専用の店舗等面積 

（１００㎡で１単位） 

  × 

〔要請に応じて短縮した営業時間／要請前の営業時間〕 

            （時短率） 

          × 

２万円 

× 

４２日 

支給金額 

 

 

 

常設のスクリーン数 

  × 

〔営業時間短縮で上映できなくなった回数／営業時間短縮が 

なければ上映予定だった回数〕 

          × 

２万円 

× 

４２日 

              × 

             ２単位※ 

  ※うち 1単位が映画館運営事業者支給分、 

残り１単位が映画配給会社への支給分となります。 

なお、支給は映画館運営事業に映画配給会社分も含めて 

支給します。 

支給金額 
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Ⅰ．大規模施設の面積について 

 １．大規模小売店舗立地法の適用がある施設の場合 

大規模小売店舗立地法第２条第１項の店舗面積に加えて 

 大規模小売店舗の屋内に存する、集客を目的とした催事や移動式 

店舗の出店等に用いられている実績がある広場や通路の面積を加算 

して算出してください。 

 また、生活必需品（食品、医薬品、医療機器その他衛生用品等）を販売 

している店舗、石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金（第４次）の 

支給対象となりうる飲食店の店舗面積については除外して算出してください。 

 

  

 ２．大規模小売店店舗立地法の適用がない施設の場合 

     施設の面積から以下の面積を除外した面積を算出してください。 

       階段、エスカレーター、エレベータ、施設間の連絡通路、休憩室、トイレ、       

       公衆電話室駐車場や一般消費者が立ち入ることが想定されていない事務室や 

倉庫等施設におけるサービス等の提供を直接的に行っていない部分の面積 

 

※ただし、以下の事業者に賃貸、分譲、分配している区画の面積は含みません。 

  ①大規模施設内テナント運営事業者協力金の支給対象となるテナント事業者 

  ②生活必需品の販売等を行う店舗を有する事業者 

  ③特定百貨店店舗 

 

※映画館における常設のスクリーンを有する上映室は除外しません。 

 

また、１、２によって算出された面積について、１，０００㎡を１単位として、

単位未満を切り捨てて協力金の算出をいたします。 

 なお、面積を算出する過程で１，０００㎡以下となった場合１，０００㎡とみな

して協力金を算出いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施設や店舗面積算出の考え方について
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■面積算定について 

 総床面積 １００，０００㎡から対象外となるものを減算すると協力金算定に用

いる面積は 

   Ⓐ       Ⓑ      Ⓒ      Ⓓ      Ⓔ 

１００，０００－１０，０００－１０，０００－１９，３００－３０，２００ 

 ＝３０，５００㎡  

１，０００㎡以下切り捨てにより ３０，０００㎡となります。 

運営事業者Ａ 施設建築物の総床面積 Ⓐ１００，０００㎡ 

飲食店※ 

 

生活必需品・ 

飲食店 

を除く店舗 

 

 

映画館 
生活必需品 

店舗 

店舗面積 

２０，０００㎡ 

店舗面積 

１０，５００㎡ 

店舗面積 

Ⓑ１０，０００

㎡ 

店舗面積 

Ⓒ１０，０００

㎡ 

※石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金(第６次)の支給対象となりうる飲食店 

対象外 対象外 

対象外 

対象外 

例）階段、エスカレーター、エレベータ、施設間の連絡通路、休憩室、トイレ、 

駐車場や一般消費者が立ち入ることが想定されていない事務室や倉庫等 

面積算定イメージ(大規模施設について) 

運営事業者Ａ直接供与部分の店舗面積 ５０，５００㎡ 

 

運営事業者Ａではない事業者が運営するテナント部分 Ⓓ１９，３００㎡ 

 

施設におけるサービス等の提供を直接的に行っていない部分の面積Ⓔ３０，２００㎡ 

 

３０，０００㎡ 

 

例）事業者Ｂが運営するテナント等 

 

 
大規模小売店舗立地法第２条第１項の店舗面積 ６９，８００㎡ 

（小売業（飲食店業を除く。物品加工修理業含む。）を行うための店舗の用に供される床面積） 

 

（要請対象外） 
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Ⅱ．大規模施設内テナント運営事業者協力金について 

① 一般テナント運営事業者協力金について 

賃借等している区画の面積から、休憩室や一般消費者が立ち入ることが想定 

されていない事務室や倉庫など、その施設におけるサービス等の提供を直接的に 

行っていない部分を除いた面積です。 

 なお、特定百貨店店舗は一般テナント運営事業者協力金・映画館テナント運営

事業者協力金の対象とはなりません。 

「①大規模施設運営事業者協力金」の追加支給分が特定大規模施設運営事業者に 

支給されます。 

 

これによって算出された面積について、１００㎡を１単位として、単位未満を切

り捨てて協力金の算出をいたします。 

 なお、面積を算出する過程で１００㎡以下となった場合１００㎡とみなして協力

金を算出いたします。 

 

② 映画館テナント運営事業者協力金 

 

 映画館テナント運営事業者協力金を算定する際には、面積を用いるのではなく、 

予定する上映本数と実際の上映本数を算定に用いります。 

 なお、この時の上映本数については映画館全体で見た時の本数を算出に用いてく

ださい。 
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１ 申請に必要な書類等の入手方法 

・石川県商工労働部経営支援課 

・県のホームページからダウンロード 

   ・中小企業・小規模事業者総合応援窓口（金沢市役所第一本庁舎五階） 

   ・金沢商工会議所、森本商工会 

 

２ 申請方法 

申請書チェックリストで規定する申請書類を郵送またはＷＥＢにより申請し

てださい。 

 

※必要に応じて追加書類の提出及び説明を求めたり、確認のためにご連絡す

ることがありますので、申請書類の控えを必ず手元に保管ください。 

※申請書類の不備等がある場合は、支給までに時間を要することがあります。

追加資料を提出いただけない場合や、不明瞭な部分が改善されない場合

は、不支給決定となる場合があります。 

※申請書類は返却いたしません。 

 

郵送の際の注意点 

必ず簡易書留など、郵送物の追跡ができる方法で郵送してください。 

令和３年１１月１日（月）の当日消印有効です。 

※提出先が誤っている場合や料金不足の場合は、受付せず返送いたします。 

 これにより申請書が受付期限に間に合わなかった場合は受付できませんの

でご注意ください。 

なお、申請書類の到達の有無に関するお問合せについては、お答えいたし

かねますので、あらかじめご了承ください。 

＜宛先＞ 

〒920-0864 金沢市高岡町１２－４５ ロイヤルシャトー南町Ａ 

  石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金（集客施設 第２次）申請受付係 宛 

    ※裏面には差出人の住所及び氏名を必ず記載願います。 

    ※送料は申請事業者側でご負担を願います。 

    ※郵送で受け付けます。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、 

持参による申請は受け付けておりません。 

 申請手続き等 
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３ 協力金の申請受付期間 

  令和３年９月１３日（月）～ 同年１１月１日（月）まで 

 

４ 支給の決定・時期 

 申請書類を受理した後、その内容を審査し、適正と認められるときは協力金を順

次支給します。（目安として、不備がない場合は３週間程度） 

 

５  通知等 

(１) 申請書類の審査の結果、協力金の支給を決定したときは、後日、協力金の振

込をもって通知と代えさせていただきます。 

(２) 申請書類の審査の結果、協力金の不支給を決定したときは、後日、不支給に

関する通知を発送いたします。 

 

６  協力金に関する問い合わせ先 

協力金の申請等に関するお問い合わせは、次のコールセンターで対応しています。 

感染拡大防止のため、コールセンターでの申請受付や相談対応は行っていません。 

 

石川県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金コールセンター 

（石川県事業者支援ワンストップコールセンター） 

電話番号：０７６－２２５－１９２０  

受付時間：９時～１８時まで（土、日、祝祭日も開設） 
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その他 

 

１ 集客施設協力金支給の決定後、申請要件に該当しない事実や不正等が発覚した

場合は、集客施設協力金の支給決定を取り消し、あるいは、期限を定めて返金を

求めます。これを申請事業者が納期日までに返金しないときは、協力金の返金と

ともに、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じた延滞金（集客施設協力金

の額に年１０．９５％の割合で計算した額）を支払っていただくことになりま

す。 

 

 

２ 集客施設協力金支給事務の円滑、確実な実行を図るため、必要に応じて、対象

店舗の時短要請への取組に係る実施状況や対象店舗の運営状況に関する検査、

報告又は是正のための措置を求めることがあります。 

 

 

３ 集客施設協力金の支給は、対象となる１施設（店舗）につき１回限りです。法

人と個人事業主を問わず、複数の者が重複して同じ店舗の申請をすることはで

きません。 

 

 

４ 集客施設協力金の支給を受けた事業者は、石川県の要請に対して協力していた

だいた事業者として、石川県ホームページにおいて、対象施設名（屋号等）を

紹介させていただくことがあります。 

 その他 


